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ＩＣＴ分野の研究開発（Ｒ＆Ｄ）の重要性
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所有から利用へ

利用者中心

放送と通信、家電とネット、自動車とIT、 ・・・

ＳａａＳ、クラウドコンピューティング・・・

参加型サービス、サービスのパーソナル化・・・

情
報
通
信
の
変
化

業
種
や
レ
イ
ヤ
ー
、

国
境
を
越
え
た
競
争



Copyright(c) 2009 日本電信電話株式会社 2

ＩＣＴサービスの利活用に関する課題

行政

• 電子政府ランキング

世界１１位

• 住民基本台帳カード

普及率： １．５％

出典：国連World Public Sector Report

出典：総務省 住民基本台帳カードの利用状況

医療

• 電子カルテ導入率

病院：１０．５％

診療所： １０．１％

出典：JAHIS、新医療共同調査
（2008年度）

例えば、、、

教育

• ｅラーニングランキング

世界２４位

• 大学での遠隔講義

実施率： １８．２％

出典：e-Learning Readiness Ranking

出典：ﾒﾃﾞｨｱ教育ｾﾝﾀｰ eﾗｰﾆﾝｸﾞ等の
ICTを活用した教育に関する調査報告書

日本のＩＣＴインフラ普及は世界一、産業自体のＧＤＰ成長への寄与率も高いが、

ＩＣＴサービスの社会への普及は遅れているのが現状である。
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ＩＣＴサービスの社会への普及に向けた取り組み

産学官連携によるICT分野の研究開発強化に向けた検討事項

 ＩＣＴサービスの社会への普及に向けては、 ブロードバンド・ユビキタスネットワー
クの構築と、その上で展開されるアプリケーションの両輪の発展が必要である。

 ＵＮＳ研究開発戦略プログラムⅡで網羅的に抽出された重点課題について、産
官学それぞれが何をなすべきかを明確にし、国全体でＲ＆Ｄを推進すべき。

（イメージ） UNS-IIの課題を例示的に分類

第１回産官学連携強化委員会資料「資料１－６」より

防災

農業

介護

観光・広告

エンターテ
イメント

環境

ネットワークインフラ

先端的技術

次世代ワイヤレス

オール光通信 ｾｷｭｱｸﾗｳﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ

次世代移動通信
（IMT-Advanced）

脳情報インターフェース

テラヘルツ

ナノ・バイオＩＣＴネットワーク

量子情報通信

行政サービス

教育

医療

健康

健康増進、高齢者支援安心・安全なサービス

省エネ化、環境悪化対策 新しいコミュニケーション

ユビキタスプラットフォーム
ユビキタスプラットフォーム

ネットワークロボット

ネットワークロボット

情報セキュリティ

音声翻訳

超高精細映像

３次元映像

省電力ネットワーキング

オール光通信

ホームネットワーク

環境センシング

ホームネットワーク
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■サービス／プロダクトの商用化を
目指した研究開発

■マーケットニーズの国の技術開発
戦略・戦術へのフィードバック

■幅広い分野の最先端、かつ一流
の研究実績

■一流の研究者による、広範な分
野の人材育成

■国としての技術開発方針の策定と産業の牽引
■リスクが大きい大規模・基礎的な研究の支援
■産・官・学のシナジーを産み出す機会の提供

産官学連携による
イノベーションの創出

官

学 産

Ｒ＆Ｄにおける産学官の役割分担

各機関の特徴や強みを生かしたオープンイノベーションにより、トータルなＩＣＴ
力を強化していく必要がある。
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官として重点的に推進すべき技術分野例

企業としてリスクの負担が困難な大規模な研究テーマに対して、産学への戦略
的な支援、および課題解決・普及を推進するための旗振りと場の提供（フォーラ
ム、テストベッド） を官に期待する。

国の成長力・国際競争力
向上のために強化が必要
な産業横断的基盤技術

クラウドコンピューティング基盤

CO2削減／グリーンＩＣＴ（of ICT/by ICT）

新世代ネットワーク

長期的視点で将来に
向けて取り組むべき
基盤技術
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Ｒ＆Ｄの国際展開の考え方

研究成果（プロダクト）の展開活動

国際標準化活動 技術の普及・仲間作り

•ベンダー・キャリア・国が連携したビジネス展
開
•現地の国情・制度等に配慮したプロモーショ
ン
•必ずしも最先端技術にこだわらない、容易に
カスタマイズ可能なシステム開発

•名より実を得る戦略的な標準化活動
•活動に資する中長期的人材育成
•知財戦略との連携
•アジア地域内の仲間作り（共通する
要求条件の標準化への反映）

•現地ベンダー、キャリアとの共同研究
•アジアを中心とする技術研修生受け
入れ、セミナ・フォーラムの開催

Ｒ＆Ｄの国際展開は技術だけでなく下記①～③の３つの軸を有機的に結合したフ

レームワークをベースに取り組むことが重要である

①研究成果（プロダクト）の展開、②国際標準化、③技術の普及・仲間作り
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ICTの研究開発が目指すべき方向

データセンタ

ＳａａＳ基盤

映像配信基盤

認証・決済

ＮＧＮ/モバイル

蓄積・検索基盤
ホームネットワーク

サービス基盤

・・・
サービス創造

グローバル

環境
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